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日 

 

Action Report 

全 社 協 

第 101 号 

Japan National Council of Social Welfare 

          （全社協 ぜんしゃきょう） 

特集 

●民生委員制度創設 100 周年記念 天皇皇后両陛下のご臨席を賜り 1 万人全国民生委員児童委員大会

開催 

●九州北部の豪雨災害～被災地支援災害ボランティア延べ 1.2万人を超える 

●第 44回国際福祉機器展 H.C.R. 2017開催～15 か国・1地域から 528社が出展決定 

Topics 
 『社協・生活支援活動強化方針』・第 2次アクションプランと社協の生活支援の課題・実践を共有～平成 29

年度社会福祉協議会活動全国会議 
 

 きずなでささえあう～第 41回全国身体障害者施設協議会研究大会（高知市） 
 

 会長に青木 佳之氏を選任～高齢者保健福祉団体連絡協議会総会 
 

 全国地域包括・在宅介護支援センター協議会～平成 28年度事業報告・決算等を決議 
 

 支援力向上で施設機能の充実をめざす～第 39回全国母子生活支援施設職員研修会 
 

 乳児院における養育・支援の専門性の向上をはかる～第 61回全国乳児院研修会 
 

 保育実践に必要となる保健・衛生に関する知識を学ぶ～平成 29 年度 保育所・認定こども園 保健・衛生

専門研修会 
 

 質の高い評価調査者の養成～福祉サービス第三者評価事業評価調査者指導者研修会 
 

 第 42期福祉施設長専門講座 第 1回スクーリング開講 
 

 

社会保障・福祉政策情報／インフォメーション 
 

利擁護・虐待防止セミナー、職場研修担当者研修会 

こころ豊かに、希望をもって 

高齢社会を生きる 
ふくし映像レポート 
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■ 民生委員制度創設 100 周年記念 天皇皇后両陛下のご臨

席を賜り 1万人全国民生委員児童委員大会開催 
 

7 月 9～10 日、全国民生委員児童委員連合会（会長 得能 金市／以下、「全民児

連」）、全国社会福祉協議会、厚生労働省、東京都民生児童委員連合会、東京都社

会福祉協議会、東京都の 6 団体の主催により、東京ビッグサイトを主会場に「民生委

員制度創設 100 周年記念 全国民生委員児童委員大会」が開催されました。本大会

は制度創設 100 周年を迎えた民生委員制度のさらなる発展と活動の充実をめざすた

めに開催されたもので、全国の民生委員・児童委員等約 1万人が参加しました。 

第 1 日の 7 月 9 日には、天皇皇后両陛下のご臨席のもと、記念式典が行われ、全

民児連 得能会長による式辞のほか、塩崎 恭久厚生労働大臣、斎藤 十朗全社協

会長、小池 百合子東京都知事のあいさつ、さらには厚生労働大臣特別表彰、全民

児連会長表彰等が行われました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全国 23 万人の民生委員・児童委員を代表して、得能会長は、式辞のなかで「先達

の努力によって人々の信頼を得てきたこと、そして今後も『誰もが笑顔で、安全に、そ

して安心して生活することができる地域づくり』に、これまで以上にまい進していく」とそ

の決意を述べました。また、全社協 斎藤会長は、「これまで社会福祉協議会は、常に

特 集 

記念式典 
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民生委員・児童委員と車の両輪として福祉のまちづくりに取り組んできたが、今後もさ

らに強く手を携え、不離一体の活動により、地域共生社会実現の中心的担い手となっ

ていく」と述べました。 

初日にはその後、諏訪中央病院の名誉院長である鎌田 實氏による記念講演、大

会宣言の採択などが行われました。なお、この式典において、全国の民生委員・児童

委員が掲げる新たな活動スローガンとして「支えあう 住みよい社会 地域から」が発

表されました。 

翌日には、東京ビッグサイトほか都内 6 会場にわかれ、シンポジウム等のテーマ別

研修が行われました。とくにテーマ別研修Ⅵでは、27 の会場において 67 都道府県・

指定都市民児協の 2 つの単位民児協から発表が行われ、各地の実践活動の取組み

や今後の課題等の共有化がはかられました。 

 

大会宣言 

本日ここに、天皇皇后両陛下のご臨席を賜り、民生委員制度創設百周年記念全国

民生委員児童委員大会を挙行するところとなりました。 

民生委員制度は、人びとの防貧をめざし、大正六年、岡山県で創設された済世顧

問制度に始まり、翌年、大阪府で創設された方面委員制度が全国に広がり、戦後、民

生委員制度と改められ、本年、百周年の節目を迎えるところとなりました。 

この間、時代とともに社会の姿は変化し、それに応じて国民が直面する生活課題も

さまざまに変化してきました。しかし、いつの時代にあっても、私たちの先達は常に「良

き隣人」として人びとに寄り添い、身近な相談相手となり、行政などへのつなぎ役となっ

てきました。そうした実践が人びとの信頼を得、民生委員制度は社会に根付き、我が

国が世界に誇るべき財産ともなりました。 

その活動は、住民の個別相談のみならず、全国の委員の力を結集した「モニター調

査活動」を通じて社会の見えづらい課題を明らかにし、その解決のための支援制度創

設を行政に働きかけることで社会福祉諸制度の充実に貢献するとともに、戦後の世帯

更生運動、心豊かな子どもを育てる運動をはじめ、自らが先頭に立って、より良い社会

づくり、福祉のまちづくりに取り組んできました。 

今日、急速に進む少子・高齢化や地域社会の変化のなかにあって、さまざまな課題

が顕在化し、深刻化しています。また、相次ぐ大規模災害の被災地にあっては、今も

多くの人びとが厳しい状況に置かれています。さまざまな課題を抱える人びとを支え、

地域の課題を解決していくために、地域住民自らが積極的に参加し、人びとが支え合

う「地域共生社会」の実現がめざされ、私たちにも大きな期待が寄せられています。 

本日、全国二十三万人余の民生委員・児童委員を代表してここに集った私たちは、

先達の努力と情熱にあらためて思いをいたし、その上にたって「誰もが笑顔で、安全に、
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安心して暮らせる社会」の実現に向けて新たな歴史の一歩を踏み出すにあたり、強い

決意をもって次のとおり宣言します。 

 

一、「民生委員児童委員信条」を胸に、常に地域住民の立場に立った活動を行ないま

す 

 

一、地域共生社会の実現に向けて、地域のつながり、地域の力を高めるために取り組

みます 

 

一、さまざまな課題を抱えた人びとを支えるために、幅広い関係者、関係機関との連

携・協働を一層進めます 

 

一、我が国の未来を担う子どもたちが健やかに育つことができるよう、子育てを応援す

る地域づくりに取り組みます 

 

一、民生委員・児童委員制度を守り、発展させていくため、住民にとってより身近な存

在となるよう周知活動に取り組み、その理解を広げます 

 

   平成二十九年七月九日 

 民生委員制度創設百周年記念 全国民生委員児童委員大会 
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■ 九州北部の豪雨災害～被災地支援災害ボランティア延べ 1.2

万人を超える 
 

梅雨前線の停滞の影響により、7月 5日から、福岡県、大分県の九州北部において

甚大な豪雨被害が発生しました。 

福岡県、大分県では、死者 34 人、家屋全壊 102 棟などの大きな被害が生じていま

す。また、両県で 18 ヵ所の避難所が開設され、891 人が避難しています（7 月 18 日

（火）7 時現在、総務省消防庁発表）。福岡県は朝倉市、添田町、東峰村の 3 市町村

に、大分県は日田市、中津市の 2市に災害救助法が適用されました。 

被災地域の福岡県朝倉市、添田町、東峰村、大分県日田市の各社協では、地域の

住民組織やボランティア団体等と連携しつつ、災害ボランティアセンターが開設されま

した。現在、住宅の泥出し・清掃や家財道具の搬出などの支援活動が行われていま

す。また、大分県中津市では、社協として地元ボランティアとともに被災者支援を行う

など、地域に応じてきめ細やかな支援活動が続けられています。7 月 15～17 日の三

連休には県内外から多くのボランティアが支援にかけつけました。7 月 17 日までの延

べ参加者数は 1.2万人を超えています。 

これらの被災地社協、災害ボランティアセンターには、福岡県及び大分県内の各市

町村社協職員、及び両県社協職員が派遣され、支援を行っています。また、全社協

は発災直後の 6 日より職員を派遣し、被災地の状況把握及び支援調整を行うとともに、

ホームページにより、現地のボランティア活動の状況等について発信しています。 

今後の活動状況も本ホームページで確認いただき、引き続き支援へのご協力をお

願いいたします。 

 

全社協・被災地支援災害ボランティア情報 

http://www.saigaivc.com/ 

 

 

 

 

 

↑URLをクリックすると全社協ホームページにジャンプします。 

http://www.saigaivc.com/
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災害ボランティアセンターの開設状況（平成 29年 7月 18日現在） 

№ 都道府県 所在地 災害 VC名 開設日 延べ参加者数

(7/17迄) 

1 福岡県 朝倉市 朝倉市災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 7/7 7,041名 

2 福岡県 添田町 添田町災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 7/10 635名 

3 福岡県 東峰村 東峰村災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 

本所(小石原) 772名 

宝珠山サテライト 1,142 名 

7/14 1,914名 

4 大分県 日田市 日田市災害ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰ 

本所 2,310名 

大鶴サテライト 659名 

7/8 2,969名 

5 大分県 中津市 ※ 社協ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱｾﾝﾀｰとし

て対応 

―  

被災地の現状【7月 9日撮影】 

 

朝倉市災害ボランティアセンターの様子【7月 10日撮影】 

朝倉市杷木(はき)地区 

ニーズマッチングの様子 ニーズの受付 
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■ 第 44回国際福祉機器展 H.C.R. 2017開催～15か国・1

地域から 528社が出展決定 
 

第 44 回国際福祉機器展 H.C.R.2017 は、高

齢者や障害者の自立や社会参加の促進、家庭・

地域・福祉施設などでの介護の質の向上を目的

に開催します。本年度は、自助具、車いす、福

祉車両、入浴・トイレ、食品や衣料、住宅関連、

福祉施設向けの設備・備品、ロボットテクノロ

ジーを駆使した機器など、約 20,000 点の多彩な

製品を展示します。 

 

主 催： 全国社会福祉協議会 

  保健福祉広報協会 

日 時： 平成 29年 9月 27～29日 

  10:00～17:30（ただし 29日は 16:00 

  まで） 

会 場： 東京ビッグサイト（東京都江東区有明） 

入場料： 無料・登録制(一部のﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑは有料) 

申込方法： 平成 29年 8月以降、H.C.R.のWeb サ 

 イトで来場者登録の受付を開始 

 

7 月 1 日の時点で、出展社数は 15 か国・1 地域（昨年から出展のイタリア、韓国は

継続し、今回はフィンランドも出展）からの 528社・団体となっています。 

また、機器展示と併催する国際シンポジウムでは、高齢者等の介護を行う家族等へ

の支援課題に着目し、イギリスと日本からのレポートをもとに考察します。また、各種セ

ミナーや講座、特別企画などを実施して最新の福祉機器情報や福祉課題の情報を発

信します。 

 

１．出展製品(分野) 

（1）福祉機器 

①移動機器、移動補助製品、②福祉車両・関連機器、③ベッド用品、④入浴用品、  

⑤トイレ・おむつ用品、⑥衣類・着脱衣補助用品、⑦コミュニケーション・見守り機器、 

⑧建築・住宅設備、⑨リハビリ・介護予防機器、⑩義肢、装具、⑪日常生活支援用 

↑画像をクリックすると H.C.Rホーム

ページにジャンプします。 

https://www.hcr.or.jp
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品 

（2）介護等食品、調理器具 

（3）福祉施設環境設備・用品 

（4）感染症等予防用品 

（5）在宅・施設サービス経営情報システム 

（6）出版・福祉機器情報 等 

２．H.C.R.2017国際シンポジウム 

（1）テーマ 

高齢者の家族介護の現状とその支援について～ヤングケアラーやダブルケアなど

の課題を考える～ 

（2）講師 

マデリン・スター（Madeleine Starr）氏（イギリスの介護者団体「Carers （ケアラーズ） 

UK」事業開発&業務革新担当部長） 

堀越 栄子 氏（日本女子大学家政学部教授、一般社団法人日本ケアラー連盟代 

表理事） 

チューター：塚田 典子 氏（日本大学商学部教授） 

 

（3）主旨 

要介護高齢者等の家族介護への支援の取組みについて、法施策を整備し先駆的

な実践を展開しているイギリスから講師を招き、その現状と展望、また日本の現状を照

らしながら、今後あるべき取組みを考察します。 

（4）日 時：平成 29年 9月 28日（木）13：00～16：00 

（5）会 場：東京ビッグサイト 会議棟 6階 

３．H.C.R.セミナーの開催 

福祉・介護に関わるテーマをとりあげ、以下のプログラムを会期中 3日間にわたり順

次開催する予定です。 

（1）一般、福祉サービス利用者・家族向けセミナー 

①はじめての福祉機器 選び方・使い方セミナー 

②高齢者向けの手軽な日々の食事 

③一般家庭の介護で腰痛にならないための基本技術 

（2）福祉職・介護職向けセミナー 

①福祉施設の実践事例発表～役立つ活かせる工夫とアイデア 

介護福祉分野と障害福祉分野から計 10の実践発表を実施。今回は、利用者の

介護やセラピーのためのロボットの導入効果検証、また、職員間の連携を高める
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ためＩＣＴ（Information and Communication Technology ／ 情報通信技術）を活

用した支援実践工夫などを含む発表が行われる予定です。 

②介護ロボットの活用で未来を拓く 

③福祉施設における感染症の知識と対応～知っておきたい感染症対策のポイ 

ント 

 （3）企業関係者向けセミナー 

①高齢者・障害者のための役立つ生活支援用品紹介とその開発視点（仮題） 

※上記 2及び 3について、参加申込方法などの詳細は、8月以降、順次Webサイト

において告知してまいります。 

https://www.hcr.or.jp 

 

４．特別企画の実施 

（1）障害児のための「子ども広場」 

子ども向けの福祉機器の集中展示。機器や療育に関する相談なども実施。 

（2）ふくしの相談コーナー 

福祉機器・自助具の相談コーナーを設置。 

（3）アルテク講座 

身近にあるテクノロジー（アルテク）の福祉的活用方法について解説・実演。 

（4）福祉機器開発最前線 

研究・開発中の機器や新製品、最先端の介護ロボットを紹介。 

（5）被災地応援コーナー 

被災し、復興に取組みながら生産活動を行うセルプ（障害者就労支援施設・事 

業所）の製品を販売。 

 

H.C.R2017 のポスター、DM ハガキ等については、全国の関係団体等への送付を

開始しています。本展示会開催に関する最新情報と詳細は、H.C.R.Web サイト、メー

ルニュース、プレスリリースなどで、順次お知らせしていきます。H.C.R2017 並びにセミ

ナー等へのご来場を希望される方は、8 月以降に H.C.R ホームページにて詳細をご

確認いただき、申し込み願います。 

 

【問合せ先】一般財団法人 保健福祉広報協会（H.C.R.2017事務局） 

TEL：03-3580-3052  FAX：03-5512-9798 

 

 

↑URLをクリックすると保健福祉広報協会ホームページにジャンプします。 

https://www.hcr.or.jp/
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■ 『社協・生活支援活動強化方針』・第 2 次アクションプランと社

協の生活支援の課題・実践を共有～平成 29 年度社会福祉

協議会活動全国会議 

1.『社協・生活支援活動強化方針』・第 2次アクションプランの策定 

全社協・地域福祉推進委員会(委員長 川村 裕)は、『全社協 福祉ビジョン 2011～

ともに生きる豊かな福祉社会をめざして～』を実現するため、社協がめざす事業・活動

の方向性として『社協・生活支援活動強化方針』（平成 24 年度／以下、「強化方針」）

を策定し、今日的な地域課題に応える社協活動の方向性と具体的な事業展開につい

て「行動宣言」と「アクションプラン」を示し、取組みの推進をはかってきました。 

現在、地域の生活課題の変容や社会福祉法人制度改革等により、社協事業・活動

を取りまく環境はさらに変化するとともに、支えあいのかたちの再編をめざす「地域共

生社会」の実現に向けて、地域力強化や多機関協働による総合的な相談支援体制の

構築にかかわる施策等が検討・実施されています。 

このような状況を踏まえ、平成 28 年度に「強化方針」の見直し検討を行い、平成 29

年度の地域福祉推進委員会総会（5 月 23 日）において、「強化方針」の「第 2 次アク

ションプラン」をとりまとめました。 

「行動宣言」のうち、「あらゆる生活課題への対応」と「地域のつながりの再構築」の 2

つをめざすべき「強化方針」の柱に位置づけ、その他の事項を「強化方針の柱」の実

現のために「強化すべき行動」＝アクションプランとして再整理しました。 

「第 2 次アクションプラン」では、従来の「行動宣言」からあるアウトリーチの徹底や相

談・支援体制の強化等をさらに推し進めること、また、これらの基盤となる小地域福祉

活動などの地域づくり活動基盤の整備をあらためて位置づけたところです。 

今後、地域福祉推進委員会としては、強化方針（第 2 次アクションプラン）をもとにし

た、各社協における具体的な実践、地域福祉活動計画などの中期計画や発展強化

計画の策定につなげていくための取組みを進めます。 

社協においては、住民主体の地域課題の解決力の向上と地域支援のあり方をあら

ためて確認しながら、地域福祉の主たる担い手としての事業・活動の方向性を展望す

る必要があります。 

 

Topics 
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「社協・生活支援活動強化方針」～地域における深刻な生活課題の解決や孤立防止

に向けた行動宣言と第 2次アクションプラン～ 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170703_actionplan.html 

 

2.平成 29年度「社会福祉協議会活動全国会議」にて活動の方向性共有 

強化方針（第 2 次アクションプラン）の意義と目標を共有し、地域の生活課題に対応

する社協事業・活動の実践課題と方向性を研究協議することを目的として、6 月 28～

29日に社会福祉協議会活動全国会議（以下、全国会議）を 297名の参加者を得て開

催しました。 

全国会議では、社協の事業・実践を取りまく諸施策の動向（行政説明／厚生労働

省・地域福祉課）とともに、強化方針（第 2 次アクションプラン）の趣旨と目指す方向性

等（基調報告／全社協・地域福祉部）を共有しながら、各社協における具体的な実践

を促進するため、シンポジウムと実践報告（分科会）を行いました。 

基調報告では、「我が事」・「丸ごと」の地域共生社会の実現に向けた施策への社協

の実践課題として、①小地域における住民主体の福祉活動の推進、②小地域におけ

る住民主体の福祉活動の支援、③市町村における総合相談・生活支援体制の整備

（多職種連携・多機関協働のための中核的機能等）、④複数市町村域、都道府県域

における総合相談・生活支援体制の整備。また、これらの当面の取組課題への対応と

して、強化方針（第 2 次アクションプラン）をもとにした、中期計画、発展強化計画の策

定・改定と具体的な事業・活動の展開が必要であることを提起しました。シンポジウムと

実践報告は、先駆的、積極的な社協の事業・活動をもとに各社協における実践の課

題と方向性を共有する機会となりました。 

 

 

 

↑URLをクリックすると全社協ホームページにジャンプします。 

全体会議 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170703_actionplan.html
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■ きずなでささえあう～第 41 回全国身体障害者施設協議会研

究大会（高知市） 
 

全国身体障害者施設協議会（会長 日野 博愛／以下、「身障協」）では、7 月 6～

7 日、高知県高知市にて「きずなでささえあう～権利擁護の徹底と災害に強い生活の

場を確保するために～」をテーマに標記研究大会を開催し、全国から参集した約

1,200名の会員施設関係者等が研鑽と交流をはかりました。 

大会 1 日目は、厚生労働省 内山障

害福祉課長から第 5 期障害福祉計画や

改正障害者総合支援法等の障害保健

福祉施策の動向についての行政説明が

ありました。続いて、日野会長による基調

報告がなされ、冒頭に九州豪雨災害に

よる直近の被害状況を報告し、職員全員

が有事の際に適切な対応がはかられるよ

う日々の防災等に関する取組みの必要

性に言及しました。また、平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定に向けた身障協

の要望についての報告や障害者虐待防止・権利擁護の取組みの強化、通報義務の

徹底等身障協としての方針や課題の提起がなされました。その後、生き活きサポート

センターうぇるぱ高知 下元 佳子代表による講演、及び土佐史談会 宅間 一之会

長による記念講演が行われました。 

大会 2 日目は、午前中に 7 つの会場に分かれて合計 35 の実践発表が行われ、利

用者の権利擁護に関する実践や福祉機器を活用した利用者へのケア等多様な取組

みが報告されました。 

午後には研究発表が行われ、施設等で取組んだ研究内容とその結果、及び分析・

考察内容について、参加者は積極的に質疑し、成果の共有をはかりました。 

大会全体をとおして利用者のケアの質の向上や働きやすい環境づくりに向けて研

鑽を深めました。 

 

 

 

 

 

 

 

あいさつを述べる日野会長 
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■ 会長に青木 佳之氏を選任～高齢者保健福祉団体連絡協議

会総会 
 

高齢者保健福祉団体連絡協議会は、6月 30日、協議員総会を開催しました。 

総会では、平成 28 年度事業報告・決算とともに、平成 29 年度事業計画・予算を決

定し、前年度に引き続き高齢者の介護・福祉分野に関わる幅広い関係団体との連携

をはかることを確認しました。 

続いて平成 29・30 年度の役員選考を行い、会長に青木 佳之氏（全国地域包括・

在宅介護支援センター協議会会長）が、副会長に松本 敦氏（公益社団法人全国老

人福祉施設協議会副会長）が選任されました。 

平成 29・30年度役員体制（会長・副会長） 

（敬称略） 

役 職 氏 名 所属組織名 

会 長 青木 佳之 全国地域包括・在宅介護支援センター協議会 

副会長 松本 お敦 公益社団法人全国老人福祉施設協議会 

 

 

 

■ 全国地域包括・在宅介護支援センター協議会～平成28年度

事業報告・決算等を決議 
 

全国地域包括・在宅介護支援センター協議会(会長 青木 佳之)では、6月 30日、

平成 29 年度第 1 回委員総会を開催しました。平成 28 年度事業報告案、平成 28 年

度決算について審議し、原案どおり承認されました。 

また、本会の組織強化のあり方等について、各都道府県・指定都市地域包括・在宅

介護支援センター協議会から出された意見等を踏まえて意見交換を行いました。今後

も丁寧に各都道府県・指定都市地域包括・在宅介護支援センター協議会の意見を伺

いながら、各地の地域包括・在宅介護支援センターの活動充実、支援のために求めら

れる本会のあり方について検討を続けることとなりました。 
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■ 支援力向上で施設機能の充実をめざす～第 39 回全国母子

生活支援施設職員研修会 
 

全国母子生活支援施設協議会（会長 菅田 賢治）は、6月 21～23日、第 39回全

国母子生活支援施設職員

研修会を開催し、実践報告

者 3人を含む 174人の参加

者と 7人の講師が神戸に集

いました。 

初日は河尻恵厚生労働省

社会的養護専門官の行政

説明にはじまり、菅田会長の

基調講義、遠藤 和佳子関西福祉科学大学教授をコーディネーターに迎えた第三者

評価の受審・評価の取組みの意義や今後の課題を共有するセッションを行いました。 

2日目は下記、テーマ別分科会をもち、最終日には、金井 剛三重県立子ども心身

医療センター長の講演で精神疾患への関わりの知識を深めました。 

次年度は、平成 30年 7月上旬、神奈川県横浜市での開催を予定しています。 

 

テーマ別分科会 

分科会 テーマ 講師 

第 1 職員に求められるソーシャルワー

クの基本を学ぶ 

泉谷 朋子 氏 

（目白大学助教） 

第 2 発達障害と打合せにより生活に課

題がある児童の支援を学ぶ 

志村 浩二 氏 

（浜松学院大学短期大学部准教授） 

第 3 家族関係支援・地域支援をめざ

すスーパービジョンを学ぶ 

中島 尚美 氏 

（大阪市立大学大学院特任准教授） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講師に質問しながら課題に取組む 
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■ 乳児院における養育・支援の専門性の向上をはかる～第 61

回全国乳児院研修会 
 

全国乳児福祉協議会（会長 平田 ルリ子／以下、「全乳協」）は 7月 5～7日、和歌

山県和歌山市において第 61 回全国乳児院研修会を開催しました。本研修会は概ね

3 年目以上の中堅乳児院職員を対象に養

育・支援の質や専門性の向上をはかるもの

で、全国から 309名の参加がありました。 

第 1日目には、平田会長による、現在、厚

生労働省での検討が進められている「新た

な社会的養育の在り方に関する検討会」の

経過と乳児院の在り方についての基調報告

ののち、山崎 知克氏（浜松市子どものここ

ろの診療所所長）より「乳児院の可能性」と

題した基調講演、また第 3 日目には河﨑 

佳子氏（神戸大学大学院人間発達環境学研究科教授）より「子どもの育ちをつなぐ

“telling”」と題した特別講演をいただきました。いずれも乳幼児とのアタッチメント（愛着）

形成のあり方が中心テーマであり、参加者の理解が深められました。 

第 2 日目には、カナダの児童福祉の取組みや食物アレルギー対策等の実践報告・

研究発表に加え、小規模グループケアや口腔機能の発達等のテーマ別分科会を行

い、各乳児院の実践に関する情報・意見交換をはかりました。 

とくに、本研修会では、平田会長による乳児院の役割と今後のあり方に関する基調

報告、また潮谷 恵美氏（十文字学園女子大学准教授／全乳協常任協議員）による

人材育成に向けた研修体系の取組報告などを通じ、現在進められている社会的養育

の在り方の検討における全乳協の取組みと乳児院の方向性に関する課題の共有を進

めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開会式 
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■ 保育実践に必要となる保健・衛生に関する知識を学ぶ～平成

29年度 保育所・認定こども園 保健・衛生専門研修会 
 

全国保育協議会(会長 万

田 康)は、6 月 29～30 日、

神奈川県横浜市にて、平成

29 年度 保育所・認定こども

園 保健・衛生専門研修会を

開催し、全国から 503 名の受

講者を得ました。 

本研修会は、子ども・子育

てをめぐる今日的課題や保育実践等において必要な保健・衛生に関する知識の理解

につなげるとともに、家庭や関係機関との連携等を学ぶことを目的とし、毎年開催して

います。 

平成 29 年度は、保育所・認定こども園・乳児院等における、感染症とその対策に加

え、保健・衛生に関わる安全管理、配慮を必要とする子どもや保護者への支援、アレ

ルギーのある子どもへの対応といった、保育所・認定こども園等に求められる役割につ

いて、下表の研修プログラムのとおり開催しました。 

プログラム 

【1日目】 

6/29

（木） 

行政説明「保育所保育指針の改定について」 

厚生労働省 雇用均等・児童家庭局 保育課 保育指導専門官  

高辻 千恵 氏 

講義「乳幼児の集団生活施設における感染症とその対策について」 

大阪府済生会中津病院 臨床教育部 部長 兼 感染管理室長  

安井 良則 氏 

講義「保育施設の保健・衛生に関わる安全管理について」 

緑園こどもクリニック 院長 山中 龍宏 氏 

【2日目】 

6/30

（金） 

講義・演習「配慮を必要とする子どもや保護者への支援」 

ほあしこどもクリニック 副院長 帆足 暁子 氏 

講義「アレルギーのある子どもへの対応」 

昭和大学 医学部 小児科 講師 今井 孝成 氏 

 

 

 

500余名集う 
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■ 質の高い評価調査者の養成～福祉サービス第三者評価事業

評価調査者指導者研修会 
 

6月 26～29日（全課程 4日間）、平成 29年度福祉サービス第三者評価事業『評価

調査者指導者』研修会を開催しました。 

本研修会は、福祉サービス第三者評価事業の都道府県推進組織が実施する「評

価調査者養成研修」において講師となる方を対象に、指導にあたって必要な知識及

び技術等を習得することを目的に開催しています。 

受講者の大半は第三者評価機関に所属する評価調査者であり、25 道県より 32 名

が受講しました。 

研修会では、評価調査者の役割と倫理等の指導に関する講義のほか、平成 28 年

3 月に改定の保育所版評価基準ガイドライン、平成 28 年度に改定の障害者･児福祉

サービス版並びに高齢者福祉サービス版評価基準ガイドラインの内容や考え方等に

関する講義を行いました。 

2 日目の午後からは演習を実施し、『福祉サービス第三者評価実践マニュアル

【ver.2】』やワークシート等を活用しながら、実際の第三者評価のプロセスに即して評

価手法に関する指導方法や留意点について学びました。 

また、受講者自らが評価調査者として実践するなかで感じていた疑問や課題につ

いて、グループワークでの協議・発表等を通じて、その対応方策や取組みの理解と共

有をはかりました。 

最終日には、都道府県における研修実施にあたっての企画実施方法、評価のとり

まとめや評価事業のマネジメントに関する講義･演習を行いました。 

全課程修了者は、今後、都道府県の評価調査者研修会において指導者として講

義･演習を担当する予定も多く、各地での活躍が期待されます。 
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■ 第 42期福祉施設長専門講座 第 1回スクーリング開講 
 

6 月 17～20 日、第 42 期福祉施設長専門講座の第 1 回スクーリングが中央福祉学

院にて開催されました。 

今回のスクーリングには 103 名が

出席し、①社会福祉施設の経営管

理、②社会福祉施設のサービス管

理、③地域における社会福祉施設

の役割と公益的取組の 3 分野の演

習を中心に、社会福祉施設長とし

て種別横断的に求められる専門知

識や管理能力について、実践的に

学びました。また、最終日の特別講

演では、元アフラック会長の松井 

秀文氏をお招きし、「いきいきとした

組織に」と題して経営手法や人材育成について講演をいただきました。 

4 日間のスクーリングについて受講生からは、「演習では、異なる地域・種別から集

まった他法人の方々の意見を聞くことができ、大変参考になった」、「今まで頭の中で

もやもやしていた部分が、講義を受け少しずつ理解することができた。今後もさらに自

分で勉強し業務に活かしていきたい」、「組織全体が目標を理解し、それに向かって進

んでいくことの大切さを感じた」等といった感想が寄せられました。 

今後、受講生は、自施設・事業所の地域における役割や公益的取組、サービス管

理、中期事業計画の策定等の課題に取組み、平成 30 年 2 月に開催される第 2 回ス

クーリングでさらに学びを深める予定です。 

 

 

 

  

「社会福祉施設の経営管理」のオリエンテーション講

師紹介 
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平成 29年度 社会福祉法人広報強化セミナー 

テーマ：存在意義を発信し、信頼・支持される事業所となるための広報活動 
(同時開催：都道府県・指定都市社協広報担当連絡会議) 

 

 

全国社会福祉協議会では、社会福祉協議

会や福祉施設などで広報活動を担当するリー

ダーなどを対象に、毎年広報強化セミナーを開

催しています。 

今回の社会福祉法人広報強化セミナーは、

「存在意義を発信し、信頼・支持される事業所と

なるための広報活動」と題し、戦略的な広報活

動はいかにあるべきかとの考察を通じ、地域福

祉において中核的役割を担う社会福祉法人の

存在意義を高め、地域から選ばれる事業所と

なるための広報活動を学ぶことを目的に開催し

ます。 

社協と施設に分かれ、コース別で講義・演習

を行います。 

また、同時開催で都道府県・指定都市社協

の広報担当連絡会議を行います。 
 
 
セミナー概要 

 

主 催：社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

日 時：平成 29年 9月 11日(月)～12日(火) 

会 場：全社協会議室(東京都千代田区霞が関 3-3-2新霞が関ビル 5階) 

対 象：都道府県・指定都市・市区町村社会福祉協議会、社会福祉法人・福祉施設 

で広報活動を担当するリーダー等 

参加費：10,000円(旅費・宿泊費は別途) 

定 員：各コース 60名または総定員 100名 

締 切：8月 28日(月) (各コース定員、総定員になり次第締め切り) 

インフォメーション 

↑画像をクリックすると開催要綱にジャン

プします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170531_koukokukyouka.pdf
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その他：参加申込の際、事前アンケート(必須)をホームページよりダウンロードし、回答 

を記入のうえ全国社会福祉協議会政策企画部広報室宛にメールで提出。 

 

内 容： 

1日目 

○基調説明「社会福祉法人等制度改革と社会福祉の広報活動」 

説明：全国社会福祉協議会政策企画部長 笹尾 勝 

○コース別講義・演習 

テーマ「社協、社会福祉法人・福祉施設のそれぞれの特性にそった広報活動の展開」 

Ⅰ社協職員コース 講師：河井 孝仁氏(東海大学文学部広報メディア学科教授) 

Ⅱ施設職員コース 講師：村井 祐一氏(田園調布学園大学社会福祉学科 

学科長／教授) 

2日目 

○コース別講義・演習 

テーマ「地域における福祉課題の把握と支援展開における広報の役割」 

Ⅰ社協職員コース 講師：河井 孝仁氏(東海大学文学部広報メディア学科教授) 

Ⅱ施設職員コース 講師：村井 祐一氏(田園調布学園大学社会福祉学科 

学科長／教授) 

 

 

 

研修の詳細や申込等については、下記 URL より要綱をダウンロードし、ご覧ください。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170531_koukokukyouka.pdf 

 

 

問合せ先： 

セミナー内容に関する問合せ 

全国社会福祉協議会政策企画部 広報室(佐藤、浄閑) 

TEL03-3581-7889 FAX03-3580-5721 

 

参加申込・宿泊等に関する問合せ 

名鉄観光サービス株式会社新霞が関支店(担当：波多野、山辺) 

TEL03-3595-1121 FAX03-3595-1119 

 

 

↑ＵＲＬをクリックすると開催要綱にジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170531_koukokukyouka.pdf
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社会福祉士国家試験に向けて本格的な試験勉強のスタート 

第 30回社会福祉士国家試験 

対策講座・対策重点講義・対策直前講座・模擬試験 

受講者・受験者募集中 

 

全社協・中央福祉学院では、「第 30 回社

会福祉士国家試験」（平成 30 年 2 月 4 日）

に向けて、全科目（19科目）の重要ポイント・

頻出キーワードを集中的に学び、本格的な

試験勉強のスタートダッシュを切るための講

座を、社会福祉士国家試験対策講義の第

一人者である飯塚 慶子先生を全ての講座

にお招きし、実施します。いずれも中央福祉

学院社会福祉士通信課程第 4 期生及び卒

業者の方が対象です。 

 

 

1.第 30回社会福祉士国家試験対策講座(※終了しました。) 

【日時・会場等】 

平成 29年 7月 1日（土）～2日（日） ロフォス湘南 

平成 29年 7月 15日（土）～16日(日) 大阪ＴＥＣＯＭ 

【概要】 

1日目  

午前～15：00  国家試験を模擬的に体験するテスト 

15：00～18：20 集中講義『社会理論と社会システム』・『現代社会と福祉』 

2日目 

9：30～15：50 共通・専門科目のポイント解説 

詳細につきましては、中央福祉学院ホームページ

をご覧ください。 

http://www.gakuin.gr.jp/ 

↑画像をクリックするとホームページにジャンプ
します。 

http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/training/course3923.html
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2.第 30回社会福祉士国家試験対策重点講義 

【日時・会場等】 

平成 29年 9月 18日（月・祝） ロフォス湘南Ａコース（定員 100名）15：30～19：15 

平成 29年 10月 9日（月・祝） ロフォス湘南Ｂコース（定員 100名）15：30～19：15 

【受講料】  

5,500円 

【概要】 

約 4時間で追い込み学習のための重点項目を集中講義。 

得点力を上乗せし、合格力を鍛える重要ポイントを学びましょう。 

【ホームページ（案内・申込書）】  

 作成次第、掲載します。 

 

 

3.第 30回社会福祉士国家試験対策直前講座 

【日時・会場等】 

平成 29年 11月 25日（土）～26日（日） 

全国社会福祉協議会 5階会議室 （定員 140名） 

【受講料】 

直前講座と模擬試験受験  16,000円 

直前講座のみ受講  10,300円 

模擬試験のみ受験  5,700円 

【概要】 

 1日目 

 10:00～13：00 

模擬試験直前対策で試験頻出ポイントの総仕上げ 

 13：40～18：15 

 第 30回社会福祉士全国統一模擬試験 

  2日目 

  9：30～15：10 

  前日開催の模擬試験の解説 
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【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

ホームページから申込書をダウンロードし、ＦＡＸ(046-858-1356)かメールでお申込く

ださい。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course3923.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

↑ＵＲＬをクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course3923.html
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■ 平成 29年度厚生労働本省の組織再編【7月 4日】 

保育・子育て人材や児童相談所等の子育て支援基盤の一体的整備や切れ目のな

い子育て仕事両立支援の推進など、子ども・子育て支援に特化した「子ども家庭局」を

新設。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000169973.html 

■ 被保護者調査（平成 29年 4月分概数）【7月 5日】 

被保護実人員は 213 万 1,676 人となり、前月より 1 万 3,739 人減少。また、対前年

同月と比べると、1 万 9,201 人減少。被保護世帯は 163 万 7,405 世帯となり、前月より

4,127 世帯減少。また、対前年同月と比べると、5,134 世帯増加。世帯類型別では、対

前月・対前年同月では、高齢者世帯（特に単身世帯）の数は増加し、高齢者世帯を除

く世帯の数は減少。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/04.html 

 

■ 第 142回社会保障審議会介護給付費分科会【7月 5日】 

平成 30 年度介護報酬改定に向けて、訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、居宅

介護支援、共生型サービスについて議論された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000170293.html 

 

■ 第 3回「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」【7月 7日】 

全国児童発達支援協議会、全国自立生活センター協議会等、関係団体のヒアリン

グを実施。 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000169973.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/04.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000170293.html
http://zseisaku.net/
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http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000170281.html 

 

■ 第 4回社会保障審議会「生活困窮者自立支援及び生活保護部会」【7月 11日】 

子どもの貧困への対応、高齢者に対する支援のあり方、家計相談支援・生活福祉

資金のあり方について議論された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000170734.html 

 

■ 厚生労働省人事異動【7月 11日付発令】                  (敬称略) 

新 職 名 氏 名 現 職 名 

厚生労働事務次官 蒲原 基道 老健局長 

厚生労働審議官 宮野 甚一 職業能力開発局長 

医務技監 鈴木 康裕 保険局長 

医政局長 武田 俊彦 医薬・生活衛生局長 

健康局長 福田 祐典 
大臣官房技術・国際保健総括審

議官 

医薬・生活衛生局長 宮本 真司 日本年金機構理事 

職業安定局長 小川  誠 中央労働委員会事務局長 

雇用環境・均等局長 宮川  晃 大臣官房総括審議官(国会担当) 

子ども家庭局長 吉田  学 雇用均等・児童家庭局長 

老健局長 浜谷 浩樹 
大臣官房審議官(医療介護連携

担当) 

保険局長 鈴木 俊彦 年金局長 

年金局長 木下 賢志 内閣官房内閣審議官 

政策統括官(総合政策担当) 藤沢 勝博 
大臣官房審議官(労災、賃金担

当) 

辞職 二川 一男 厚生労働事務次官 

同 岡崎 淳一 厚生労働審議官 

同 福本 浩樹 政策統括官(総合政策担当) 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000170281.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000170734.html
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新 職 名 氏 名 現 職 名 

社会・援護局障害保健福祉部

長 
宮嵜 雅則 

大臣官房審議官(危機管理、科

学技術・イノベーション、国際調

整、がん対策担当) 

内閣官房内閣審議官(子ども

家庭局併任) 

命：児童虐待防止等総合対策

室長 

山本 麻里 内閣官房内閣審議官 

東海北陸厚生局長 堀江  裕 社会・援護局障害保健福祉部長 

医政局経済課長 三浦  明 老健局振興課長 

労働基準局労働衛生課長 神ノ田 昌博 
雇用均等・児童家庭局母子保健

課長 

子ども家庭局総務課長 長田 浩志 医薬・生活衛生局企画情報課長 

子ども家庭局総務課少子化総

合対策室長 
蒔苗 浩司 職業安定局雇用政策課長 

子ども家庭局保育課長 巽 慎一 雇用均等・児童家庭局保育課長 

子ども家庭局家庭福祉課長 成松 英範 文部科学省幼児教育企画官 

子ども家庭局子育て支援課長 川鍋 慎一 
雇用均等・児童家庭局家庭福祉

課長 

子ども家庭局母子保健課長 北沢  潤 
社会保険診療報酬支払基金審

議役 

社会・援護局地域福祉課長 竹垣  守 福祉医療機構総務部長 

社会・援護局援護企画課長 矢田 真司 大臣官房付 

定年退職 金井 正人 社会・援護局地域福祉課長 

社会・援護局障害保健福祉部

精神・障害保健課長 
武田 康久 労働基準局労働衛生課長 

老健局総務課長 北波  孝 
大臣官房付兼内閣官房内閣参

事官 

老健局介護保険計画課長 橋本 敬史 政策企画官 

老健局振興課長 込山 愛郎 内閣府参事官 

保険局保険課長 田中  徹 
社会・援護局生活保護制度改革

推進官 

年金局事業管理課長 竹林 悟史 老健局介護保険計画課長 

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/kanbumeibo/ 

http://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/kanbumeibo/
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■ 第 4回「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」【7月 13日】 

全国重症心身障害児（者）を守る会、全国肢体不自由児者父母の会連合会等、関

係団体のヒアリングを実施。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000170944.html 

 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000170944.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

●特集「住まうことを支える」 

『月刊福祉』8月号 

生活の基盤である「住宅」は、単身で低年金の高

齢者や、ひとり親世帯の増加等により、近年、入居

困難者が増大化してきています。 

そこで、8 月号では「住まいの確保」及び「居住支

援のあり方」について、福祉施設・事業所の取組み

を踏まえ、住宅確保要配慮者の住まうことを支えるた

めの意義と課題を探ります。 

（7月 6日発売 定価本体 971円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2915&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2915&_class=120101&_category=03359
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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●特集「子どもの最善の利益とは～よりよい保育実践につなげるために～」 

『保育の友』8月号 

2016（平成 28）年に改正された児童福祉法では、

児童には適切な養育を受け、健やかな成長・発達や

自立等を保障される権利があることが明文化されま

した。 

新たな保育所保育指針においても、保育所の役

割として、子どもの最善の利益を考慮し、その福祉を

積極的に増進することが明記されており、このことは

保育実践の土台であるといえます。 

今号の特集では、「子どもの存在」そのものや「子

どもの権利」を国際的にはどうとらえているかを踏ま

え、改正児童福祉法や保育所保育指針から「子ども

の最善の利益（を尊重する）」とは何か（どういうこと

か）を解説しています。 

そのうえで、「全国保育士会倫理綱領」や、新たに作成された「保育所・認定こども

園等における人権擁護のためのセルフチェックリスト～『子どもを尊重する保育』のた

めに～」を踏まえた子どもの権利のとらえ方や実践を考えます。 

（7月 10日発売 定価本体 581円税別） 
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